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代　　表　　者 役　 職 　名　　代表取締役社長 　
　 氏　　　　名　　舩　　越　　真　　樹 　
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単元株制度採用の有無 有（１単元　100株） 　 　
　
１．１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）
（１）経営成績　　　　　　　　 （注）本中間決算短信の金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 ６，０１５ (　　５．５) ３６４ (　△７．３) ３７３ (　△４．５)

17年9月中間期 ５，７００ (　２０．１) ３９３ (２７６．３) ３９０ (２４７．５)

18年3月期 １１，７７４ 　 ７９５ 　 ７９７ 　

　

　 中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益 　 　

　 百万円 ％ 円 銭 　 　
18年9月中間期 ２０４ (１１８．３) ２６ ５９ 　 　
17年9月中間期 ９３ (　４４．８) １５ ６９ 　 　
18年3月期 ４１７ 　 ６６ ７９ 　 　

（注）１．期中平均株式数 18年9月中間期 7,697,590株 17年9月中間期 5,975,686株 18年3月期 5,975,266株
　 ２．会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　
　 ３．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）財政状況
　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 ７，１０１ ４，６３１ ６５．２ ６１０ ２２

17年9月中間期 ６，９８５ ４，３８４ ６２．８ ７３３ ９０

18年3月期 ７，４５２ ４，７２６ ６３．４ ７８９ ９９

（注）１．期末発行済株式数 18年9月中間期 7,590,164株 17年9月中間期 5,974,817株 18年3月期 5,959,674株

　 ２．期末自己株式数 18年9月中間期 413,561株 17年9月中間期 163,772株 18年3月期 178,915株

　
２．19年3月期の業績予想（平成１８年　４月　１日～平成１９年　３月３１日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 １２，５００ ８５０ ４７０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　６１円９２銭
　
３．配当状況
 ・現金配当 １株当たり配当金（円） 　

　 中間期末 期末 年間 　
平成18年3月期 － １５ １５ 　
平成19年3月期（実績） － －

１５
　

平成19年3月期（予想） － １５ 　
※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。　　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 554,937 　 　 714,624 　 　 1,209,235 　 　

　２　売掛金 　 1,487,213 　 　 1,604,360 　 　 1,560,276 　 　

　３　たな卸資産 　 220,136 　 　 343,687 　 　 206,126 　 　

　４　繰延税金資産 　 221,948 　 　 221,300 　 　 255,941 　 　

　５　その他 　 87,454 　 　 81,788 　 　 64,291 　 　

　　流動資産合計 　 　 2,571,690 36.8 　 2,965,761 41.8 　 3,295,871 44.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※1,2 734,224 　 　 714,106 　 　 730,218 　 　

　　(2) 土地 ※２ 1,905,297 　 　 1,686,795 　 　 1,686,795 　 　

　　(3) その他 ※1,2 78,833 　 　 89,953 　 　 91,347 　 　

　　　有形固定資産合計 　 2,718,355 　 38.9 2,490,856 　 35.1 2,508,362 　 33.7

　２　無形固定資産 　 85,030 　 1.2 74,039 　 1.0 78,612 　 1.0

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 375,921 　 　 393,808 　 　 460,001 　 　

　　(2) 関係会社株式 　 298,347 　 　 273,498 　 　 298,347 　 　

　　(3) 繰延税金資産 　 418,899 　 　 388,480 　 　 296,964 　 　

　　(4) その他 　 595,655 　 　 593,815 　 　 595,575 　 　

　　(5) 貸倒引当金 　 △78,350 　 　 △78,350 　 　 △81,270 　 　

　　　投資その他の資産合計 　 1,610,474 　 23.1 1,571,252 　 22.1 1,569,619 　 21.1

　　固定資産合計 　 　 4,413,861 63.2 　 4,136,147 58.2 　 4,156,594 55.8

　　資産合計 　 　 6,985,551 100.0 　 7,101,908 100.0 　 7,452,466 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

― 2 ―



　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 158,814 　 　 207,607 　 　 216,641 　 　

　２　短期借入金 ※2,3 170,000 　 　 － 　 　 － 　 　

　３　一年内返済予定
　　　長期借入金

※２ 160,503 　 　 67,200 　 　 75,537 　 　

　４　未払法人税等 　 279,891 　 　 190,207 　 　 354,324 　 　

　５　未払消費税等 ※４ 67,110 　 　 139,653 　 　 183,775 　 　

　６　賞与引当金 　 421,713 　 　 426,067 　 　 393,557 　 　

　７　役員賞与引当金 　 － 　 　 9,000 　 　 － 　 　

　８　受注損失引当金 　 1,550 　 　 1,894 　 　 － 　 　

　９　その他 　 295,305 　 　 384,889 　 　 517,959 　 　

　　流動負債合計 　 　 1,554,889 22.2 　 1,426,519 20.1 　 1,741,794 23.4

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 76,800 　 　 9,600 　 　 43,200 　 　

　２　退職給付引当金 　 594,838 　 　 638,636 　 　 559,693 　 　

　３　役員退職慰労引当金 　 361,785 　 　 383,185 　 　 369,381 　 　

　４　その他 　 12,302 　 　 12,302 　 　 12,302 　 　

　　固定負債合計 　 　 1,045,726 15.0 　 1,043,724 14.7 　 984,577 13.2

　　負債合計 　 　 2,600,615 37.2 　 2,470,244 34.8 　 2,726,372 36.6

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 574,866 8.2 　 － － 　 574,866 7.7

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 525,825 　 　 － 　 　 525,825 　 　

　２　その他資本剰余金 　 0 　 　 － 　 　 2,342 　 　

　　資本剰余金合計 　 　 525,826 7.5 　 － － 　 528,168 7.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 43,687 　 　 － 　 　 43,687 　 　

　２　任意積立金 　 3,147,065 　 　 － 　 　 3,147,065 　 　

　３　中間(当期)未処分利益 　 121,972 　 　 － 　 　 445,305 　 　

　　利益剰余金合計 　 　 3,312,725 47.4 　 － － 　 3,636,058 48.8

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 58,321 0.9 　 － － 　 107,871 1.4

Ⅴ　自己株式 　 　 △86,804 △1.2 　 － － 　 △120,869 △1.6

　　資本合計 　 　 4,384,935 62.8 　 － － 　 4,726,094 63.4

　　負債資本合計 　 　 6,985,551 100.0 　 － － 　 7,452,466 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 － － 　 583,542 8.2 　 － －

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 － 　 　 534,496 　 　 － 　 　

　　(2) その他資本剰余金 　 － 　 　 2,445 　 　 － 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 － － 　 536,942 7.6 　 － －

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 － 　 　 43,687 　 　 － 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　プログラム等準備金 　 － 　 　 69,417 　 　 － 　 　

　　　　特別償却準備金 　 － 　 　 3,567 　 　 － 　 　

　　　　別途積立金 　 － 　 　 3,310,000 　 　 － 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 － 　 　 306,679 　 　 － 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 － － 　 3,733,351 52.6 　 － －

　４　自己株式 　 　 － － 　 △290,504 △4.1 　 － －

　　　株主資本合計 　 　 － － 　 4,563,331 64.3 　 － －

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 － － 　 68,332 0.9 　 － －

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 － － 　 68,332 0.9 　 － －

　　　純資産合計 　 　 － － 　 4,631,664 65.2 　 － －

　　　負債純資産合計 　 　 － － 　 7,101,908 100.0 　 － －
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 5,700,095 100.0 　 6,015,090 100.0 　 11,774,906 100.0

Ⅱ　売上原価 　

　

4,621,606 81.1

　

4,881,018 81.1

　

9,531,477 80.9

　　　売上総利益 　 1,078,489 18.9 1,134,071 18.9 2,243,428 19.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　

　

685,466 12.0

　

769,595 12.8

　

1,447,713 12.3

　　　営業利益 　 393,022 6.9 364,475 6.1 795,714 6.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 15,978 0.3 　 19,196 0.3 　 23,996 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２

　

18,199 0.3

　

10,645 0.2

　

21,765 0.2

　　　経常利益 　 390,802 6.9 373,027 6.2 797,945 6.8

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 － － 　 2,920 0.0 　 154,118 1.3

Ⅶ　特別損失 ※4,5

　

231,002 4.1

　

26,853 0.4

　

241,994 2.1

　　　税引前中間(当期)純利益 　 159,799 2.8 349,093 5.8 710,070 6.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 267,801 　 　 174,142 　 　 440,805 　 　

　　　法人税等調整額 　 △201,751 66,050 1.2 △29,736 144,405 2.4 △147,817 292,988 2.5

　　　中間(当期)純利益 　 　 93,749 1.6 　 204,688 3.4 　 417,082 3.5

　　　前期繰越利益 　

　

28,222 　

　

― 　

　

28,222 　

　　　中間(当期)未処分利益 　 121,972 　 ― 　 445,305 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計プログラム等

準備金

特別償却

準備金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高

（千円）
574,866 525,825 2,342 528,168 43,687 129,097 7,967 3,010,000 445,305 3,636,058 △120,869 4,618,222

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 8,676 8,671 　 8,671 　 　 　 　 　 － 　 17,347

　プログラム等準備金の

　取崩し（当中間期分）
　 　 　 － 　 △22,779 　 　 22,779 － 　 －

　プログラム等準備金の

　取崩し（前期分）（注）
　 　 　 － 　 △36,900 　 　 36,900 － 　 －

　特別償却準備金の取崩し

　（当中間期分）
　 　 　 － 　 　 △1,466 　 1,466 － 　 －

　特別償却準備金の取崩し

　（前期分）（注）
　 　 　 － 　 　 △2,933 　 2,933 － 　 －

　別途積立金の積立て（注） 　 　 　 － 　 　 　 300,000 △300,000 － 　 －

　剰余金の配当（注） 　 　 　 － 　 　 　 　 △89,395 △89,395 　 △89,395

　役員賞与（注） 　 　 　 － 　 　 　 　 △18,000 △18,000 　 △18,000

　中間純利益 　 　 　 － 　 　 　 　 204,688 204,688 　 204,688

　自己株式の取得 　 　 　 － 　 　 　 　 　 － △170,804 △170,804

　自己株式の処分 　 　 103 103 　 　 　 　 　 － 1,169 1,272

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額

　（純額）

　 　 　 － 　 　 　 　 　 － 　 －

中間会計期間中の変動額

合計(千円)
8,676 8,671 103 8,774 － △59,680 △4,400 300,000 △138,625 97,293 △169,634 △54,890

平成18年９月30日残高

(千円)
583,542 534,496 2,445 536,942 43,687 69,417 3,567 3,310,000 306,679 3,733,351 △290,504 4,563,331

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高

（千円）
107,871 107,871 4,726,094

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　新株の発行 　 － 17,347

　プログラム等準備金の

　取崩し（当中間期分）
　 － －

　プログラム等準備金の

　取崩し（前期分）（注）
　 － －

　特別償却準備金の取崩し

　（当中間期分）
　 － －

　特別償却準備金の取崩し

　（前期分）（注）
　 － －

　別途積立金の積立て（注） 　 － －

　剰余金の配当（注） 　 － △89,395

　役員賞与（注） 　 － △18,000

　中間純利益 　 － 204,688

　自己株式の取得 　 － △170,804

　自己株式の処分 　 － 1,272

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額

　（純額）

△39,538 △39,538 △39,538

中間会計期間中の変動額

合計(千円)
△39,538 △39,538 △94,429

平成18年９月30日残高

(千円)
68,332 68,332 4,631,664

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

― 6 ―



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準
及び評価方法

(1) 有価証券
子会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
　時価のあるもの

中間決算末日の市場価格
等に基づく時価法(評価
差額は、全部資本直入法
により処理し、売却原価
は、移動平均法により算
定)

　時価のないもの
移動平均法による原価法

(1) 有価証券
子会社株式

同左
その他有価証券
　時価のあるもの

中間決算末日の市場価格
等に基づく時価法(評価
差額は、全部純資産直入
法により処理し、売却原
価は、移動平均法により
算定)

　時価のないもの
同左

(1) 有価証券
子会社株式

同左
その他有価証券
　時価のあるもの

決算末日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額
は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は、
移動平均法により算定)

　
　時価のないもの

同左
　 (2) たな卸資産

　①商品　…総平均法による
原価法

　②仕掛品…個別法による原
価法

　③貯蔵品…最終仕入原価法
　

(2) たな卸資産
　①商品　…同左
　
　②仕掛品…同左
　
　③貯蔵品…同左

(2) たな卸資産
　①商品　…同左
　
　②仕掛品…同左
　
　③貯蔵品…同左

　

２　固定資産の減価
償却の方法

(1) 有形固定資産
定率法

　なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によ
っております。
　ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物(建物附
属設備を除く)については、
定額法を採用しております。
　なお、平成10年４月１日以
降に取得した取得価額10万円
以上20万円未満の資産につい
ては、３年間で均等償却する
方法を採用しております。

(1) 有形固定資産
同左

　

(1) 有形固定資産
同左
　

　 (2) 無形固定資産
定額法

　なお、耐用年数について
は、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっておりま
す。

ただし、自社利用のソフト
ウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年間）
に基づく定額法、市場販売目
的のソフトウエアについて
は、見込販売数量に基づく償
却額と残存有効期間（３年
間）に基づく均等配分額のい
ずれか大きい額を計上する方
法によっております。

(2) 無形固定資産
同左

　

(2) 無形固定資産
同左

　 (3) 長期前払費用
定額法

　なお、償却期間について
は、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっておりま
す。

(3) 長期前払費用
同左

　

(3) 長期前払費用
同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回
収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しておりま
す。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

　 (2) 賞与引当金
従業員（取締役でない執

行役員を含む）の賞与の支
給に備えるため、将来の支
給見込額のうち当中間会計
期間の負担額を計上してお
ります。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
　従業員（取締役でない執
行役員を含む）の賞与の支
給に備えるため、将来の支
給見込額のうち当事業年度
の負担額を計上しておりま
す。

　 　　――――――― (3) 役員賞与引当金
　役員賞与の支出に備え
て、当事業年度における支
給見込額の当中間会計期間
負担額を計上しておりま
す。

　　―――――――

　 　 （会計方針の変更） 　

　 　 　当中間会計期間より、
「役員賞与に関する会計基
準」（企業会計基準第４号
　平成17年11月29日）を適
用しております。

　

　 　 　これにより、営業利益、
経常利益及び税引前中間純
利益は、それぞれ9,000千円
減少しております。

　

　 (3) 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損
失に備えるため、当中間会
計期間末における受注契約
に係る損失見込額を計上し
ております。

(4) 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損
失に備えるため、当中間会
計期間末における受注契約
に係る損失見込額を計上し
ております。

　　―――――――

　 （追加情報） 　 　

　 　受注契約に係る損失見込

額について、当中間会計期

間より受注損失引当金とし

て計上しております。

　 　

　 　これは受注契約に係る損

失見込額の重要性が増した

ことに伴い、財務の健全性

を図るために行ったもので

あります。

　 　

　 この結果、従来の方法に
よった場合に比べ営業利
益、経常利益及び税引前中
間純利益が1,550千円それ
ぞれ少なく計上されており
ます。
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (4) 退職給付引当金
　従業員（取締役でない執
行役員を含む）の退職給付
に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。

　　数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
(14年)による定率法によ
り、翌事業年度より費用処
理しております。

(5) 退職給付引当金
　　　　　同左

(3) 退職給付引当金
　従業員（取締役でない執
行役員を含む）の退職給付
に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末において
発生している額を計上して
おります。
　数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
(14年)による定率法によ
り、翌事業年度より費用処
理しております。

　 (5) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給
に備えるため、内規に基づ
く中間期末要支給額を計上
しております。

　

(6) 役員退職慰労引当金
同左

(4) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給
に備えるため、内規に基づ
く期末要支給額を計上して
おります。

４　リース取引の処理
　　方法

　

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

　

同左
　

同左
　

５　その他中間財務諸表
(財務諸表)作成の
ための基本となる
重要な事項

消費税等の会計処理
　税抜方式によっておりま
す。

消費税等の会計処理
同左

　

消費税等の会計処理
同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は

229,203千円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）
  当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号　平成15年10

月31日）を適用しております。

これにより税引前当期純利益は

229,203千円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

――――――――
　

　

　

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

　平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相

当する金額は4,631,664千円であり

ます。

　なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――――――――
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表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

（中間貸借対照表）

前中間会計期間まで区分掲記しておりました「差入保

証金」は、資産の総額の100分の５以下となったため、当

中間会計期間より投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しております。

なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている「差

入保証金」の金額は307,601千円であります。

――――――――――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)
当中間会計期間末

(平成18年９月30日)
前事業年度末

(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計
額

869,352千円

※１　有形固定資産の減価償却累計
額

918,515千円

※１　有形固定資産の減価償却累計
額

901,726千円
※２　担保に提供している資産は次

のとおりであります。
　　担保提供資産
建物 613,201千円
構築物 2,213千円
土地 1,873,741千円

計 2,489,155千円

※２　　　―――――――
　

　 　　

　 　　

　 　　

　 　　

※２　　　―――――――
　

　 　　

　 　　

　 　　

　 　　

　　対応する債務
短期借入金 75,000千円
１年内返済予定
長期借入金

77,600千円

長期借入金 76,800千円

計 229,400千円
　

　

　 　　

　 　　

　 　　

　 　　

　

　

　 　　

　 　　

　 　　

　 　　

　

※３   当社は、資金調達の機動性と

効率性を高めるため取引銀行

４行と貸出コミットメントラ

イン契約を締結しておりま

す。

　この契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高等

は次のとおりであります。

貸出コミットメン

トラインの総額
2,000,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 1,900,000千円

※３   当社は、資金調達の機動性と

効率性を高めるため取引銀行

４行と貸出コミットメントラ

イン契約を締結しておりま

す。

　この契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高等

は次のとおりであります。

貸出コミットメン

トラインの総額
2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

※３   当社は、資金調達の機動性と

効率性を高めるため取引銀行

４行と貸出コミットメントラ

イン契約を締結しておりま

す。

　この契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高等は次

のとおりであります。

貸出コミットメン

トラインの総額
2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

※４　消費税等の取扱い
　　　　仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、未払消費
税等として表示しております。

※４　消費税等の取扱い
同左

※４　　　―――――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの
受取利息及び配当金 10,011千円
事務代行手数料 1,706千円

※１　営業外収益のうち主要なもの
受取利息及び配当金 10,442千円
保険金収入 1,993千円

※１　営業外収益のうち主要なもの
受取利息及び配当金 11,623千円
保険金収入 2,810千円
事務代行手数料 3,377千円

※２　営業外費用のうち主要なもの
支払利息 2,746千円
コミットメントライ
ン手数料

14,883千円

※２　営業外費用のうち主要なもの
支払利息 550千円
コミットメントライ
ン手数料

9,305千円

※２　営業外費用のうち主要なもの
支払利息 4,146千円
コミットメントライ
ン手数料

16,802千円

※３　――――――――
　 　　

※３　特別利益のうち主要なもの
貸倒引当金戻入益 2,920千円

※３　特別利益のうち主要なもの
固定資産売却益 154,118千円

※４　特別損失のうち主要なもの
減損損失 229,203千円

※４　特別損失のうち主要なもの
関係会社株式評価損 24,849千円

※４　特別損失のうち主要なもの
減損損失 229,203千円

※５  減損損失
　　　当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上しておりま
す。

場所 用途 種類

東京都
府中市

独身寮
建物、構築物
及び土地等

東京都
品川区

独身寮
建物、構築物
及び土地等

　　（経緯）
　　　当中間会計期間において固定

資産の見直しを行い、取締役会
において売却する方針を決議い
たしました共有資産である独身
寮について、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失（229,203千円）とし
て特別損失に計上しておりま
す。

　　（内訳）
　　　その内訳は、建物111,968千

円 、 構 築 物 134 千 円 、 土 地
115,763千円及びその他1,337千
円であります。

　　（グルーピングの方法）
　　　当社は原則として事業部単位

でグルーピングを行っておりま
す。

　　（回収可能価額の算定方法等）
　　　当該資産の回収可能価額は、

正味売却価額を使用し、不動産
鑑定評価額等に基づき評価して
おります。

※５　――――――――　 ※５　減損損失
　　　当事業年度において、当社は

以下の資産グループについて減
損損失を計上しております。

場所 用途 種類

東京都
府中市

独身寮
建物、構築物
及び土地等

東京都
品川区

独身寮
建物、構築物
及び土地等

　　（経緯）
　　　当事業年度において固定資産

の見直しを行い、取締役会にお
いて売却する方針を決議いたし
ました共有資産である独身寮に
ついて、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減
損損失（229,203千円）として特
別損失に計上しております。

　　（内訳）
　　　その内訳は、建物111,968千

円 、 構 築 物 134 千 円 、 土 地
115,763千円及びその他1,337千
円であります。

　　（グルーピングの方法）
　　　当社は原則として事業部単位

でグルーピングを行っておりま
す。

　　（回収可能価額の算定方法等）
　　　当該資産の回収可能価額は、

正味売却価額を使用し、不動産
鑑定評価額等に基づき評価して
おります。

　６　減価償却実施額
有形固定資産 46,315千円
無形固定資産 21,935千円
　

　６　減価償却実施額
有形固定資産 45,364千円
無形固定資産 14,682千円
　

　６　減価償却実施額
有形固定資産 98,939千円
無形固定資産 44,326千円
　

　７　中間会計期間に係る納付税額
及び法人税等調整額は、当期
において予定している利益処
分によるプログラム等準備金
及び特別償却準備金の取崩し
を前提として、当中間会計期
間に係る金額を計算しており
ます。

　７　　　――――――― 　７　　　―――――――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加株
式数（株）

当中間会計期間減少株
式数（株）

当中間会計期間末株式
数(株)

　普通株式 178,915 236,890 2,244 413,561

　　合計 178,915 236,890 2,244 413,561

　
（注）１．普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　　株式分割（１：1.3）による増加　53,674株

　　　　　　自己株式買付けによる増加　180,000株

　　　　　　単元未満株式の買取りによる増加　3,216株

　　　２．普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　　ストックオプション行使による減少　2,210株

　　　　　　単元未満株式の買増しによる減少　34株
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

工具器具
備品

千円
86,290

千円
22,282

千円
64,007

合計 86,290 22,282 64,007

　

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

工具器具
備品

千円
79,360

千円
31,008

千円
48,351

合計 79,360 31,008 48,351

　

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

工具器具
備品

千円
86,290

千円
30,110

千円
56,179

合計 86,290 30,110 56,179

　
(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

　未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 15,288千円

１年超 49,405千円

合計 64,693千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

　未経過リース料中間期末残高相当

額

１年以内 15,647千円

１年超 33,757千円

合計 49,405千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等

  未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 15,466千円

１年超 41,627千円

合計  57,094千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 9,209千円

減価償却費相当額 8,693千円

支払利息相当額 799千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 8,306千円

減価償却費相当額 7,827千円

支払利息相当額 617千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料  17,515千円

減価償却費相当額 16,521千円

支払利息相当額 1,506千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

　

(5) 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失

はありません。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成18年９月30日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成18年３月31日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。
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